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１．募集要項の定義 

この募集要項は、国土交通省東京航空局（以下、「当局」という。）が、札幌飛行場（丘珠空港）駐車場 

（以下、「駐車場」という。）の管理・運営を行う者（以下、「営業者」という。）を募集、選定及び事業

実施にあたり、必要な事項を定めるものである。 

なお、別冊資料及び別図資料は、この募集要項と一体のものである。 

 
２．事業概要 

（１）事業内容 

営業者は、駐車場の管理・運営（以下、「本事業」という。）を行い、空港利用者の利便性の向上及び

空港内の交通秩序の維持等を図るものである。 

 
（２）事業期間 

事業期間は、営業開始日から令和７年９月３０日までとする。その後については、国にお

いて当該駐車場用地を他の事業に要することがない場合に限り、当局と協議のうえ、営業者

の更新申請により事業期間を更新することができる。（２年以内、一回限り） 

ただし、事業期間満了の前に、国有財産法（昭和23年法律第735号）第18条の許可又は空港管理規則

（昭和27年運輸省令第44号、以下「空管則」という。）第12条の承認期間が更新されずに満了し、又

は当該許可もしくは承認が取り消された場合には、その満了日又は取消日をもって事業期間は終了する

ものとする。 

なお、営業の開始は令和４年１０月１日からとする。 

 
３．営業者選定スケジュール 

募集要項の公表後、営業者の選定までのスケジュールは、以下のとおり予定している。 

・募集要項公表 ： 令和４年６月６日（月） 

・現地見学会 ： 令和４年６月１４日（火） 

・募集要項に関する質問受付期間 ： 令和４年６月１５日（水）～６月２３日（木） 

・質問に対する回答の公表 ： 令和４年６月３０日（木） 

・応募書類受付期間 ： 令和４年７月１日（金）～７月１３日（水） 

・営業者公表 ： 令和４年８月上旬 

 
４．駐車場等の概要 

別冊１「札幌飛行場（丘珠空港）駐車場等の概要等」及び別図「国有財産使用許可予定箇所図面」を参

照すること。 

 
５．応募者の参加・資格要件等 

（１）応募者の構成等 

１） 応募者の形態は、単独事業者による応募又は複数の事業者により構成されるグループ（以下、「グ

ループ」という。）による応募のいずれも可能とする。 

２） グループで応募する場合は、以下の条件を満たすこと。 

① グループを構成する事業者（以下、「構成事業者」という。）の中から代表となる事業者（以下、「代

表事業者」という。）を１者定め、当該代表事業者が本募集要項に定めるすべての手続きを行うこと。 

② 一つの構成事業者が他の単独又は構成事業者として本事業に応募することはできない。 
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（２）応募者の参加要件 

応募者は、次の「①」から「⑫」の全ての要件を満たすこと。ただし、グループにあっては、構成

事業者すべてが参加要件を満たすこと。なお、地方公共団体にあたっては③、④の要件を満た

すこと。 

① 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立をしていない者又は申立をされ

ていない者であること。 

② 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立をしていない者又は申立をされ

ていない者であること。 

③ 駐車場法（昭和32年法律第106号）及び空管則の規定に違反し、又は駐車場法及び空管則に基づく

指示、命令等に従わなかった者で、違反状態が解消した日、又は指示、命令等の履行を終えた日から

２年を経過しない者でないこと。 

④ 空管則第26条の規定に基づき、承認を取り消された日から２年を経過しない者でないこと。 

⑤ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役

員又は支店若しくは営業所の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与

している者をいう。以下、同じ。）が、過去２年以内に空管則第12条に基づく承認を拒否された法人

若しくは団体又は空管則第26条に基づき承認を取り消された法人若しくは団体において、当該拒否又

は取消時に役員等を務めていないこと。 

⑥ 役員等が、禁固以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から

２年を経過しない者ではないこと。 

⑦ 役員等が、暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第

2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）ではないこと。 

⑧ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者ではないこと。 

⑨ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは

積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者ではないこと。 

⑩ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている者ではな

いこと。 

⑪ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者ではないこと。 

⑫ 暴力団又は暴力団員及び⑧から⑪までに定める者の依頼を受けて公募に参加しようとする者でないこ

と。 

 
（３）応募者の資格要件 

応募者は、次のいずれかの要件を満たしていること。ただし、グループにあっては、構成事業者の

うち１事業者以上が次のいずれかの要件を満たしていること。 

① 応募書類提出時点で、一駐車場において収容台数５０台以上の駐車場法の適用をうける駐車場の

運営を行っていること。 

② 応募書類提出時点で、不特定多数の者が利用する公共施設等又は公共交通機関の旅客施設

の運営を行っていること。 

 
（４）応募者の失格 

応募者が、次のいずれかに該当する場合は失格とする。ただし、グループにあっては、構成事業者す

べてが、次のいずれかに該当する場合は失格とする。 

①  参加・資格要件（５．（２）及び（３）の要件をいう。以下同じ。）を満たしていない場合 

② 応募書類に虚偽の記載又は不備があった場合 

③ 審査の公平性に影響を与える行為があった場合 
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④ 応募書類提出後から営業者の選定までの間に応募者の参加要件を満たさなくなった場合 

⑤ 応募期間において、単独又は構成事業者が、他の単独又は構成事業者として応募した場合 

⑥ 応募書類が要求水準を満たしていない場合 

 
６．現地見学会 

下記の日程にて、現在使用許可を行っている国有財産等駐車場の施設の確認ができる現地見学会を行う。ただ

し、現地見学会においては、駐車場の施設の説明を受けることができるが、質問は受け付けない。また、希

望者がいない場合は行わない。 

現地見学会への参加を希望する者（１事業者につき概ね２時間程度とし、２名を限度とする｡）は、現

地見学会参加申込書（様式第１号）に必要事項を記入の上、令和４年６月１０日（金）１７時までにＦＡ

Ｘで申し込むものとする。（ＦＡＸ送信後、下記申込先まで電話で受信の確認を必ず行うこと。） 

現地見学会は当局が指定した時間において実施する。 

なお、希望者多数により当局が数日に分けて現地見学会の実施が必要と判断した場合は、当局が別途指

示する日にて実施する場合がある。 

 
（現地見学会の実施日及び集合場所） 

・実 施 日：令和４年６月１４日（火） 

・集合場所：北海道札幌市東区丘珠町 

東京航空局 丘珠空港事務所 

（現地見学会の申込先） 

〒１０２－００７４ 

東京都千代田区九段南1-1-15 九段第2合同庁舎13階

国土交通省 東京航空局 空港部 管理課 業務係 

電 話：０３－５２７５－９３１７ （ダイヤルイン） 

 ＦＡＸ：０３－３２２１－３６８７ 

 
７．募集要項に関する質問の受付及び回答 

（１）質問の受付 

① 受付期間 

  令和４年６月１５日（水）～６月２３日（木） 

行政機関の休日（行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律第91号）第1条第1項に規定する行政

機関の休日（以下、「休日」という。）を除く毎日１０時から１７時まで（必着） 

② 提出方法 

質問書（様式第２号）を持参又は郵送（書留などの受付確認のできる方法に限る。）により提出する

こと。なお、質問者の特殊な技術、ノウハウ等に係り、質問者の権利、競争上の地位その他正当な利益

を害するおそれがある内容が含まれる場合は、その旨を明らかにすること。 

③ 提出先 

６．現地見学会の申込先と同じ 

 
（２）質問への回答 

① 回答方法 

質問への回答は、質問者の特殊な技術、ノウハウ等に係り、質問者の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあると当局が認めた場合を除き、当局のホームページへの掲載又はその他の方

法により公表する。
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② 質問に対する回答の公表予定日 

  令和４年６月３０日（木） 

なお、応募書類の作成にあたって、早期に周知する必要があると当局が認めた事項に関しては、回

答予定日以前に回答を公表することがある。 

 
８．応募手続き 

（１）応募書類の作成 

応募書類は、本要項の「１２．事業に関する要求水準」を満たしたうえで、別冊２「札幌飛行場（丘珠

空港）駐車場営業者募集要項様式集」（以下「様式集」という。）を参照のうえ、別冊３「札幌

飛行場（丘珠空港）駐車場営業者提出書類記載要領」に定めるところに従い作成すること。な

お、応募書類は以下のとおりである。 

ただし、地方公共団体にあっては4.7.8.10.11.12の書類の提出は不要とする。 

1. 誓約書 （様式第３号） 

【Ⅰ．参加・資格要件に関する応募書類】 

2.自認書              （様式第４号） 

3.国有財産使用許可に係る誓約書   （様式第５号） 

4.役員名簿              （様式第６号） 

5.運営実績             （様式第７号） 

6.グループ構成届兼委任状      （様式第８号）※グループにて応募する場合のみ提出 

7.定款もしくは寄付行為 

8.登記事項証明書 
 

9.直近３事業年度の貸借対照表及び損益計算書またはこれらに準ずるもの 

（構内営業者である場合は、構内営業関係事務処理要領（平成16年4月1日東空理第430号） 

に従い、構内営業実績報告の提出も行うこと。） 

10. 本事業の実施及び応募にあたっての総会もしくは役員会の決議書等の写しまたはこれらに準ずるも

の（グループにて応募する場合は、構成事業者として参加する旨の決議書等の写しを含む） 

11. 常勤役員の経歴書 

12. 株主名簿またはこれらに準ずるもの 

【Ⅱ．事業提案に関する応募書類】 

13.事業方針及び事業実施体制     （様式第９号） 

14.維持管理計画及び安全等の対策  （様式第１０号） 

15.利用者への対応         （様式第１１号） 

16.周辺地域との連携及び共生対策  （様式第１２号） 

17.環境への配慮          （様式第１３号） 

18.空港利用促進          （様式第１４号） 

19.資金調達計画          （様式第１５号） 

20.収支計画            （様式第１６号） 

21.駐車場料金           （様式第１７号） 

 

（２）応募受付期間 

令和４年７月１日（金）～７月１３日（水）  

休日を除く毎日１０時から１７時まで（必着） 

 
（３）応募書類提出方法 

応募書類は、持参又は郵送（書留などの受付確認のできる方法に限る。）により提出すること。
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なお、応募書類の提出後、辞退する場合は、速やかに辞退届（様式第１９号）を提出すること。 

 

（４）応募書類提出先 

６．現地見学会の申込先に同じ 

 
（５）応募に関する留意事項

１） 応募書類の取扱い 

① 提出された応募書類は、理由の如何を問わず返却しない。また、提出後の変更及び追加は認めない。た

だし、当局が必要と認めた場合は、資料の提出を求める場合がある。 

② 著作権は応募者に帰属するものとし、応募書類は、営業者の選定以外には使用しない。 

ただし、営業者として選定した場合の応募書類について、当局が必要と認めた場合は、その全部又は

一部を無償で使用できるものとする。 

③ 応募書類の提出にあたって、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づいて保

護される第三者の権利の対象となっている機器、維持管理方法等を使用した結果生じた責任は、応募

者が負うものとする。 

④ 応募に関して使用する言語は日本語、単位は計量法（平成4年法律第51号）に定めるものとし、通

貨単位は円を使用すること。 

⑤ 応募書類は、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成11年法律第42号）に定める行政文

書に該当する。当局が情報公開を行う場合は、必要に応じ協力すること。 

⑥ 当局は応募に係る費用（資料作成等を含む）その他本事業に要する一切の費用について、負担しな

い。 

２） 提供資料の取扱い 

当局が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用することを禁ずる。また、この検討の範

囲内であっても、当局の了承を得ることなく、第三者に対してこれを使用させたり、又は内容を提示

することを禁ずる。 

３） 構成事業者の変更 

グループにて応募した場合、構成事業者の変更は認めない。ただし、当局が変更を認めた場合はこ

の限りではない。 

 
９．営業者選定審査 

（１）審査会の設置 

当局に札幌飛行場（丘珠空港）駐車場営業者選定審査会（以下、「審査会」という。）を設置し、審査

を行う。なお、審査会は非公開とする。 

 
（２）審査方法 

審査会において、応募書類の審査を以下のとおり行う。 

① 第１次審査（参加・資格要件に関する事項） 

第１次審査において、応募書類をもとに参加・資格要件を満たしていることの確認を行う。 

② 第２次審査 

第１次審査において参加・資格要件を満たしている応募について、応募書類をもとに、次表に示

す「評価基準」に沿って提案内容を評価し評価点（配点合計２００点）を付与し、評価点の総和をも

って総評価点とする。ただし、評価項目のうち１つでもＥ評価となった場合は、失格とする。 

なお、応募者が１者のみの場合、提案内容に問題がないかの確認を行う。 

③ 第２次審査における評価項目のうち、駐車場料金の項目以外の算定方法は、以下のとおりと

する。 
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Ａ・・・優れた提案となっている 配点×１．００ 

Ｂ・・・一定の配慮や工夫がされており評価すべき良い点がある 配点×０．７５ 

Ｃ・・・評価することが可能であるものの、平凡な内容である   配点×０．５０ 

Ｄ・・・要求水準以上の提案がない 配点×０．２５ 

Ｅ・・・要求水準を満たしていない 失格 

 

※表 評価基準 

評価項目 評価の着眼点 配点 

事業方針及び 

事業実施体制 

（様式第９号） 

・空港駐車場としての役割と、その管理者としての立場を十分理解

した事業方針であるか 

・適切に事業が実施できる体制等を有する提案内容であるか 

２０ 

維持管理計画及び 

安全等の対策 

（様式第１０号） 

・ 施設等を適切に維持管理する提案内容であるか 

・ 施設の利用に際し安全・安心に配慮した提案内容であるか 

２０ 

利用者への対応 

（様式第１１号） 

・ 利用者利便に資する提案内容であるか 

・ 駐車場内利用者からの要望・苦情等に対し、迅速かつ適切に対

応する提案内容であるか。 

２０ 

周辺地域との連携及

び共生対策 

（様式第１２号） 

・ 空港関係者等との連携に努める内容であるか 

・ 周辺地域との共生対策に努める内容であるか 

２０ 

環境への配慮 

（様式第１３号） 

・ＣＯ２排出量削減にかかる提案 

・その他環境へ配慮した取組の提案 

２０ 

空港利用促進 

（様式第１４号） 

・空港利用促進へ寄与した内容であるか ２０ 

資金調達計画 

（様式第１５号） 

・ 資金調達計画は、事業実施にあたり必要と想定される資金を把握

し、妥当な計画となっているか 

５ 

収支計画 

（様式第１６号） 

・ 収支計画は、合理的な根拠にもとづき算定され、安定的で妥当な計

画となっているか ※詳細は別冊３を参照すること。 

５ 

 

 

 

 

 

駐車場料金 

（様式第１７号） 

１）料金の区分 

○普通自動車の以下の料金 

①１時間料金 （入場から１時間以内） ・・・・・ ３５点 

②１日最大料金 （入場から２４時間以内） ・・・・ １５点 

③１泊２日最大料金 

（入場から２４時間以上４８時間以内） ・・・・ １０点 

④２泊３日最大料金 

（入場から４８時間以上７２時間以内） ・・・・５点 

⑤月極料金（１ヶ月） ・・・・・・・・・・・・・・ ５点 

２）評価方法 

（計算式） 

評価点＝ 1＋ 

 

※端数は小数点第３位以下切り捨てとする。 

 

 

 

 

 
 

７０ 

合 計  ２００ 

全提案中最安値料金－提案料金 

全提案中最高値料金 
×区分毎の配点 
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３）ヒアリングの実施 

審査会は、必要に応じ応募者に対して提案内容に関するヒアリングを実施する場合がある。その場合の

日程等は別途、応募者に連絡する。 

 
１０．営業者の選定 

（１）選定方法 

営業者の選定は、「９．営業者選定審査」の審査結果を踏まえて、東京航空局長（以下「局長」という。）が、

総評価点が最高だった者を営業者として、総評価点が次に高かった者を次点営業者として選定する。 

なお、総評価点が最高だった者が２者以上となった場合は、くじにより営業者を選定するものとし、

くじの方法、実施日時については当局が別途指示する。 

営業者として選定された者が辞退した場合、または選定を取り消された場合は、改めて次点営業者を営

業者として選定する。なお、営業者として選定された者が請書を提出した時点で次点営業者ではなくなる

ものとする。 

 
（２）営業者への条件 

選定後、承認時に空港の管理・運営上又は空港利用者の利便性の向上のために必要と判断される事項に

ついて、条件を付することがある。 

 
（３）営業者の公表 

選定結果は、応募者全員に通知するとともに、次の事項については、当局ホームページへの掲載又はそ

の他の方法により公表する。 

① 営業者として選定された事業者名、住所、事業者の概要 

② その他 

 
（４）選定の取消し 

営業者として選定された者が、次のいずれかに該当すると認められる場合は、選定を取り消す。 

① 偽りその他不正な手段により選定された場合 

② 参加要件を満たさなくなった場合 

③ 所定の期日までに請書を提出しない場合又は辞退届を提出した場合 

④ その他営業者として不適格と認められる事項が判明した場合 

 
（５）選定後の手続き等 

① 営業者として選定された者は、選定結果の通知を受けた日から起算して７日（休日を除く。）以内

に、局長あて請書（様式第１８号）を提出すること。 

また、辞退する場合は、辞退届（様式第１９号）を提出すること。 

②  請書提出後においても、「１０．（４）選定の取消し」に該当すると認められる場合は、選定を取り

消す場合がある。 

 
１１．遵守すべき法令等 

本事業の実施にあたっては、以下の関係法令等を遵守すること。 

・航空法（昭和27年法律第231号） 

・空港法（昭和31年4月20日法律第80号） 

・都市計画法（昭和43年法律第100号） 

・建築基準法（昭和25年法律第201号） 
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・駐車場法（昭和32年法律第106号） 

・道路法（昭和27年法律第180号） 

・道路交通法（昭和35年法律第105号） 

・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成18年法律第91号） 

・消防法（昭和23年法律第186号） 

・国有財産法（昭和23年法律第735号） 

・資源の有効な利用の促進に関する法律（平成3年法律第48号） 

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成12年法律第104号） 

・労働安全衛生法（昭和47年法律第57号） 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号） 

・障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号） 

・空港管理規則（昭和27年運輸省令第44号） 

・みんなが使いやすい空港旅客施設計画資料（国土交通省航空局） 

・ユニバーサルデザイン政策大綱（国土交通省） 

・その他関係法令、条例等 

 
１２．事業に関する要求水準 

営業者は、以下に示す要求水準に沿って本事業を行うこと。 

なお、この要求水準は、本事業において当局が営業者に要求する最低限満たすべき水準であり、応募者か

らより優れた提案が得られるよう具体的な指針を与えるものである。 

（１）事業全体 

① 本事業は通年営業とすること。 

② 本事業における駐車場の営業時間は、少なくとも空港運用時間の１時間前から１時間後まで

の間は実施すること。なお、航空機の遅延等の場合には、営業時間の延長などの適切な対応

も行うこと。 

③ 本事業の実施にあたり、連携体制及び責任体制を明確にしておくこと。 

 
（２）駐車場の管理・運営 

① 駐車場案内・誘導、満車・空車情報、駐車場区画案内については、必要なサインを設置す

る等、円滑な自動車保管・安全管理に努めること。 

② 駐車場及び駐車場に付帯する施設等を適切に維持管理すること。 

③ 別図「国有財産使用許可予定箇所図面」に示す箇所に、車輌が駐車場敷地外に進入しない

よう柵等を設置すること。なお、柵等の設置にあたっては、冬季を含めて安全を考慮したも

のとすること。 

④ 新旧営業者の交代時においては、施設等の利用及び駐車料金の精算等、駐車場利用者の利

便を確保するため双方で十分に調整を行い、利用者に不便を与えないようにすること。 

 
（３）料金設定 

① 本事業に係る料金は、普通自動車料金、月極駐車料金（普通車）に区分し設定すること。 

② 駐車場料金は、周辺駐車場における料金等を勘案し、設定すること。 

 

（４）資金調達計画及び収支計画 

本事業を継続的かつ安定的に遂行できる適切な計画であること。 
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１３．事業提案の位置づけ 

営業者の提案した事業提案については、営業者はこれを履行しなければならない。 
 

１４．本事業に関し留意すべき事項 

営業者は、本事業の実施にあたっては、次の事項について留意すること。 

① 本事業の実施にあたっては、必要な関係法令等の手続きを行うこと。 

② 当局及び関係者との協議を十分に行うこと。 

③ 施設等を設置する場合は、当局及び関係者と十分に協議すること。なお、当局以外の営業者

が設置した施設等については、原則、管理責任がある営業者が撤去する。なお、新旧営業者協

議のうえで当局の承認（詳細は１５．（１）①を参照のこと。）を得た場合は譲渡及び譲受す

ることができる。 

④ 営業者は、使用面積の変更増を行おうとする場合、国と協議を行わなければならない。 

⑤ 営業者の都合による使用面積の変更減はできないものとする。 

⑥ 国が行う施策（空の日事業、空港の利用促進、ユニバーサルデザインの推進等）及び空港法第14条で

規定する協議会の協議結果等について、営業者として協力体制を整え積極的に対応すること。 

⑦ 本事業以外の営業を行おうとする場合は、空管則及び国有財産法等の規定に基づく申請を行い、当局の

承認等を受けること。 

⑧ ライフラインの接続が必要な場合は、営業者の責任と費用で行うこと。なお、ライフラインの整備・維

持管理に当たっては、営業者が関係者間と調整を行うこと。 

⑨ 本事業に関する利用者等からの苦情等については、営業者の責任において、誠意をもって対応するこ

と。 

⑩ 空港内道路の渋滞対策、その他空港の管理・運営に関する事項について、当局が必要な措置を求める場

合は、適切に対応すること。 

⑪ 営業者は、本事業において、他の者に責任があると認められる場合を除き、一切の責任を有する。 

⑫ 本要項については、必要に応じ内容の見直し又は変更を行う場合がある。 

⑬ 空港の管理・運営に関する事項について、当局が必要な措置を求める場合は、適切に対応す

ること。 

⑭ グループにて事業を運営している場合、構成事業者の変更は認めない。ただし、当局が変更を認めた

場合はこの限りでない。 

 

⑮ 滑走路等の航空系事業とターミナルビル等の非航空系事業の経営一体化及び民間による運営 

等の実施を主たる手法とする空港経営改革について、本事業期間中において、空港経営改革の

方針に応じた国土交通大臣への情報提供及び国土交通大臣による今後の空港経営改革における

当該情報の使用等のための必要な協力を行うこと、国管理空港運営権者の公募・選定手続きに

際して必要となる調査に協力するとともに、その結果に従うこと、国管理空港運営権者への空

港機能施設事業の円滑な引継ぎのために必要な手続きを行うこと、国の空港経営改革の方針や

関係者との調整に積極的に協力すること等はもとより、国からの協力要請があった場合には、

その要請に従うこと。 

 

⑯ 国から身体障害者の駐車場利用にかかる利便の増進についての協力要請があった場合には積極

的に実現を検討すること。 

 

⑰ その他、本要項に定めのない事項については、当局と営業者との協議によってこれを処理する。 

 
１５．空港管理規則及び国有財産の使用手続き 

（１）空港管理規則の手続 
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事業実施に際しては、空管則に基づき営業者は以下の手続きを行うこと。 

なお、グループの場合は代表事業者が手続きを行うこと。 

① 施設の設置承認申請 

本事業に必要な施設等を設置する場合は、空管則第7条の規定に基づき施設の設置承認申請を行い、

当局の承認を受けること。 

なお、現営業者が設置している施設等（別冊１ ２．④参照）の全部又は一部を譲渡、譲受する場合

は、施設設置等関係事務処理要領（平成28年3月31日東空整第139号）に従い、空管則第7条及び第9条の

規定に基づき、現営業者と連名で施設の譲渡承認申請を行い、当局の承認を受けること。 

② 構内営業承認申請 

本事業の実施にあたり、空管則第12条第1項の規定に基づき構内営業承認申請を行い、当局の承認を

受けること。 

③ 営業料金（駐車料金）の承認申請 

営業者は、提案した駐車料金を上限とし、空管則第16条に基づく駐車料金の申請を行い、当局の承認

を受けること。なお、料金審査の結果、当局が定める利益率を超過している場合、申請者に対し当該料

金等の見直しを求めることがある。 

④ 留意事項 

・空管則に基づく承認には、条件又は期限を付することがある。 

・空管則第24条の規定に基づき営業者に対し、本事業の状況等について報告を求めることがある。 

・空管則及び関係諸法令等の改正により、本要項に記載した事項を変更する場合がある。 

 
（２）国有財産の使用手続 

事業実施にあたっては、国有地である駐車場、照明灯、埋設管路、その他駐車場に附帯する工作物（以下、

「国有地等」という。）の使用にあたり、国有財産法及び関係法令等（以下、「国有財産法等」という。）

に基づき、営業者は以下の手続きを行うこと。なお、グループの場合は代表事業者が手続きを行うこと。 

① 国有地等の使用許可申請 

・施設等の設置工事及び本事業における国有地等の使用については、国有財産法等に基づき使用許可申

請を行い、当局の許可を受けること。 

・使用許可期間は当局が使用を許可する期間とし、更新を受けようとするときは期間満了２ヶ月前まで

に更新の申請をすること。 

・国有地等の国有財産使用料は、使用予定面積等により変動し、毎年、不動産鑑定士による鑑定に基づ

き決定しており、決定次第、営業者に対して通知する。なお、令和４年度の年間国有財産使用料は、

概算で８，９００千円（税込）である。この使用料は別図「国有財産使用許可予定箇所図面」に

示す使用許可予定箇所（赤枠＋青枠）のうち、赤枠部分のみの使用料である。 

・国有地等の概要は、別冊１及び別図を参照すること。なお、別図以外に事務所等の施設が必要な場合

は、あわせて使用許可を受けること。 

・使用許可予定箇所の面積は、当局と調整のうえ営業者において求積し、使用許可申請を行

うこと。なお、この使用許可予定箇所は変更となる場合がある。 

・駐車場及び駐車場に付帯する施設等を適切に維持管理すること。 

・営業者が駐車場の使用面積の変更増を行う際には、国へ申請を行い、国有財産使用許可の承認を受

けなければならない。 

 

② 留意事項 

・営業者は、国有地等を善良な管理者の注意をもって維持保存し、そのために通常必要とする修繕費そ

の他の経費は、営業者の負担とすること。 

・営業者は、国有財産使用料について、国土交通省航空局長が発行する納入告知書により納付期限まで

に納付すること。なお、原則として、年度当初に納入告知書を発行している。また、納付期限までに
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国有財産使用料を納付せず、滞納等があった場合、翌年度以降、更新を行わないことがある。 

・営業者は、本事業期間満了前の適切な時期に、本事業期間満了後の駐車場の取扱い及び運営等に関し

必要な事項について、当局と協議すること。 

・国有地等の使用に関しては、国有財産法等の改正により、本要項に記載した事項を変更する場合があ

る。 

 

 

 

 

○ 本募集要項に関する問い合わせ先 

〒１０２－００７４ 東京都千代田区九段南１-１-１５ 

九段第２合同庁舎１３階 

国土交通省 東京航空局 空港部 管理課 業務係 

ＴＥＬ：０３-５２７５-９３１７（管理課直通） 

ＦＡＸ：０３-３２２１－３６８７ 




